
 

令和７年度 

多賀町立小中学校体育館空調設備整備事業仕様書  
 

１ 基本事項  

（１）位置付け  

本仕様書は、多賀町（以下「町」とする。）が実施する、令和７年度 多賀町立小中学

校体育館空調設備整備事業（以下「本事業」とする。）について、本事業を行う事業者を

公募型プロポーザル方式により選定するため、町が要求する最低の仕様を提示するもの

である。プロポーザル参加者は本仕様書の内容を十分に確認し、内容についての理解を

深め、より具体的な検討を加えた上で提案を行うこと。  

（２）事業の名称  

令和７年度 多賀町立小中学校体育館空調設備整備事業  

（３）対象施設および整備面積 ： 

①滋賀県犬上郡多賀町多賀 768番地 施設名称：多賀小学校 

 施設概要：S造 877㎡  空調整備面積 736㎡ 

②滋賀県犬上郡多賀町川相 568番地 施設名称：大滝小学校 

 施設概要：W造 836㎡  空調整備面積 550㎡ 

③滋賀県犬上郡多賀町多賀 210番地 施設名称：多賀中学校 

 施設概要：S造 1,205㎡ 空調整備面積 925㎡ 

（４）事業概要  

各学校の体育館を対象とした空調設備を整備するために必要となる以下の業務（設

計・施工一括発注）。  

① 空調設備整備工事（付随する工事を含む。以下同じ。）の設計  

② 空調設備整備工事の施工  

③ 断熱対策の実施 

④ ①～③に付随する業務  

（５）事業期間契約日から令和８年 12月 28日まで  

（ただし、年度毎に個別に契約を締結するものとし、必要に応じて議会の議決を受ける

までの間は仮契約とする。）  

（６）上限額  

２１０，０００，０００円（税込み）  

  

２ 事業範囲  

契約事業者（以下「事業者」という。）は、本仕様書に示された要求仕様に沿って下記を

行う。  

（１）空調設備整備工事の設計  

① 現地の状況を調査し、施設の現状を把握する。  
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  ② ①で調査し把握した内容を踏まえ、事業者のノウハウを生かした空調設備整備工事

の設計を行う。また、空調設備の整備に伴って必要となる設備や既存施設の改修等の

設計を行う。  

（２）空調設備整備工事の施工  

① （１）の設計成果による工事の施工について、施工の工程や手法などを、対象施設

利用者、職員、近隣地域に与える影響ができる限り少なくなるよう計画する。  

② ①の施工計画に基づき、空調設備整備工事を行う。また、空調設備整備に伴い必要

となる既存施設の改修工事も行う。  

（３）断熱対策の実施  

  ① 空調設備整備工事の施工に併せて、事業者のノウハウを生かした効率的な手法で体

育館の断熱対策を実施する。 

（４）その他付随する業務 

（１）から（３）までの実施に付随して必要となる業務を行う。  

  

３ 適用基準等  

本事業の実施に当たっては、関係法令、条例、規則、要綱を遵守するとともに、各種基

準、指針等についても、本事業の要求仕様と照らし適宜参考とすること。また、関係法

令、条例、規則、要綱、基準、指針等は全て公募時点において最新のものを参考とするこ

と。  

なお、本事業の実施に関して特に留意すべき関係法令、基準、指針等を記載するが、以

下に記載の有無に関わらず本事業に必要な関係法令、条例、規則、要綱、基準、指針等を

遵守すること。  

（１）関係法令等  

① 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）  

② 消防法（昭和２３年法律第１８６号）  

③ 労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号）  

④ 労働基準法（昭和２２年法律第４９号）（石綿障害予防規則（平成１７年厚生労働省

令２１号）等を含む。）  

⑤ 電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）  

⑥ 騒音規制法（昭和４３年法律第９８号）  

⑦ 振動規制法（昭和５１年法律第６４号）  

⑧ 建設業法（昭和２４年法律第１００号）  

⑨ フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律 

（平成１３年法律第６４号）（以下「フロン排出抑制法」という。）  

⑩ 建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和４５年法律第２０号）  

⑪ 国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（平成１２年法律第１００号）  

⑫ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）  

⑬ 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成１２年法律第１０４号）  
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（２）標準仕様書等  

① 設計について  

本仕様書に記載されていない事項は「公共建築設計業務委託共通仕様書」（平成２

０年３月３１日付け国営整第１７６号（最終改定 令和６年３月 26 日付け国営整第

213 号））によるものとする。この場合において、「調査職員」とあるのは、「監督職

員」と読み替えるものとする。  

② 施工について  

本仕様書、図面に記載されていない事項は、国土交通省大臣官房官庁営繕部監修の

以下の標準仕様書によるものとする。  

公共建築工事標準仕様書（建築工事編）、公共建築改修工事標準仕様書（建築工事

編）、公共建築工事標準仕様書（機械設備編）、公共建築改修工事標準仕様書（機械設

備編）、公共建築工事標準仕様書（電気設備編）、公共建築改修工事標準仕様書（電気

設備編）   

また、国土交通省大臣官房官庁営繕部監修の以下の監理指針を参考とする。  

建築工事監理指針、電気設備工事監理指針、機械設備工事監理指針、建築改修工事監

理指針  

  

４ 本事業に係る関連資料等の取扱い  

（１）事業者は、提供された資料等を本事業に関わる業務以外で使用しないこと。  

（２）事前調査及び本事業で知り得た情報及び提供した資料は、他に漏らさないこと。  

  

５ 設置設備の要求仕様  

（１）空調設備  

① 空調設備の仕様、台数等の決定にあたっては、空調設備を使用する期間（夏季・冬

季）において、体育館利用者に対し、快適で健康的な室内環境を提供するよう配慮す

ること。   

② 空調設備を使用する期間（夏季）において、アリーナ中央温度が、乾球温度２８度

未満となるよう空調設備を設置すること。   

③ 大規模空間に適した常設を前提とした設備とし、各種競技や面分割利用に支障がな

いよう空調吹出口等の位置などを考慮すること。  

④ 空調設備の吹出口等については、球技の飛球、アリーナ利用者の接触等による損壊

を防ぐための十分な対策を講じること。  

⑤ 空調設備の吹出口等については、アリーナ利用者が接触しない場所へ配置するこ

と。または、アリーナ利用者が接触した際に危険ではないよう十分な対策を講じるこ

と。  

⑥ 設置場所については、事前に町の了承を得ること。  

⑦ 空調方式は、GHP方式（プロパンガス）を採用すること。  

⑧ 室内機は、アリーナ利用者に対して有効に空調される位置とすること。  
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⑨ 設置する空調設備について、国（公庫及び公団を含む。）または地方公共団体の所有

する体育館のアリーナにおいて、同機種が設置された実績があることが望ましい。  

⑩ 利用人数や時間、競技内容等の違いに対応できる空調システムとし、設置設備によ

る気流が競技等に影響を与えないことが望ましい。  

⑪ 大規模災害時における大勢の避難者を想定し、短時間で空調の効果が得られること

が望ましい。  

（２）制御機器（リモコン）  

① 体育館および職員室で操作できること。 

（３）配管工事  

① 新設する配管類は適切なサイズを見込み、結露等の対策をおこなうこと。  

（４）電気工事  

①新設する配線類は、適切なサイズ・容量の配線及び材料を使用すること。  

（５）既存施設等  

①本事業を実施するに当たり、既存施設の安全性を脅かさないこと。  

②本事業を実施するに当たり、既存施設の補修等が必要となる場合はその補修等を行う

こと。また、その費用を見込むこと。  

③本事業を実施するに当たり、支障となる構造物、工作物、設備、植栽等がある場合

は、町に報告し、移設・養生等を行うこと。また、その費用も見込むこと。  

（６）その他  

①本事業を実施するに当たり、必要となる既設改修、設備等の新設・改修・撤去等を全

て行うこと。また、その費用を見込むこと。  

②屋内外に関わらず、施設利用者等の手の届く位置にあたる配管及び保温等の耐久性、

衝撃性に留意すること。  

③空調室外機は安全対策として高さ 1.8ｍ以上のメッシュフェンスで囲い、維持管理用

の施錠付き扉を設置等すること。また、安全のため体育館等利用者の動線外での設置

を検討すること。  

④施設の断熱性能を高める対策を行うこと。断熱性能について具体的な数値を求めるも

のではなく、費用対効果を考慮した手法を検討すること。 

  

６ 共通の仕様  

①本事業を行うに当たり、安全管理及び施工管理に十分注意すること。  

②工程については、事前に町と調整を行うこと。  

③対象施設及び近隣への影響（騒音、臭気、粉塵、振動等）に配慮すること。  

④環境負荷の少ない設備を採用すること。  

⑤耐久性の高い設備を採用すること。  

⑥費用対効果の高い設備を採用すること。  

⑦既存建物や設備に影響を極力与えない設備とすること。  

⑧不要となる設備等は撤去すること。  



4  

  

⑨本事業に当たり必要となる消防署、滋賀県及び多賀町、警察署、労働基準監督署などの

関係官公庁等への各種許可申請、届出又は報告等の手続は、事業者において適切に遅滞

なく行うこと。また、それらに伴う費用等も見込むこと。  

⑩工事に必要となる仮設電力等の引込みは、学校側から分岐することができる。ただし、

仮設メーターを設置し、その使用量を特定できるようにすること。工事完了後、使用量

に応じて町から費用を請求する。 

⑪本事業を総合的に管理する統括責任者を１名選任し、町に報告すること。統括責任者

は、単独事業者またはグループの代表者の常勤社員から選任すること。また、各種業務

（設計、施工）の責任者を選任し、その責任者と責任範囲を明記した体制表を町に提出

すること。  

⑫施設利用者・地元自治会等に対し、本事業について広報の徹底を図り、本事業について

理解を得たうえで施工すること。広報の方法については、施設管理者、監督職員等と協

議を行うこと。地元説明会を開催することとなった際には、説明会資料作成、説明会へ

の出席、説明等、地元説明会の開催に協力すること。  

  

７ 設計の仕様  

①別添の「多賀町建築工事設計委託業務特記仕様書」によること。  

②現地調査について、町と十分協議するものとし、日程や方法等について、体育館の業務 

に支障が出ないよう、また、来館者や職員にできるだけ影響を与えないようにすること。  

③既設利用するものは特に調査を行い、改修の要、不要を把握し、施工時に後戻りがない

ようにすること。  

④本事業で求める事業期間終了時に、運用が可能となる確実性、妥当性の高い設計計画・

設計体制とすること。  

⑤性能、工期、安全等を確保するために、責任が明確な体制を構築し、品質管理体制とな

るよう配慮すること。  

⑥改修に当たって、既存建築物の構造物を改修対象に含む場合は、構造的な安全性が担保

されることを確認すること。  

⑦空調熱源設備の性能（仕様、台数等）の決定に当たっては、来館者や職員の利用者に対

し、快適で健康的な室内環境を提供するよう配慮すること。  

⑧導入される機器の配置や仕様、施工の時期、期間、方法等を十分に検討し、来館者や職

員の利用者の安全確保に留意すること。  

⑨改修に使用する材料、工法は、利用者の安全や環境性に配慮されたものとすること。  

⑩体育館の条件に配慮した計画とし、機器の設置に当たっては、体育館環境への影響及び

体育館周辺地域への影響に配慮すること。  

⑪仕様、材料、機器の選定や運用に当たっては、職員等の利用者に容易な管理・取扱いに

配慮すること。また、体育館各施設の設備の配置等に留意の上、適切な仕様、材料、機

器の選定、設置を行うこと。  

⑫本事業の目的・基本方針を踏まえ、良好な体育館環境を確保するための配慮を行うこ

と。  
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⑬設計完了後には、設計図書を作成すること。また、町に提出し承認を受けること。  

  

８ 施工の仕様  

（１）施工計画  

①施工において、手戻りが発生しないよう、施工計画について町と十分協議すること。  

②各工事の工程、製品の納期等を十分に考慮した施工計画を行うこと。  

③工程・仮設計画については町および学校と十分協議し調整すること。特に体育館の利

用に影響を与えるアリーナ内の室内機工事等は、体育館の利用が無い日に行うよう努

め学校運営への影響を極力回避すること。また周辺地域に与える影響を可能な限り縮

減する計画とすること。  

④車輌進入等については安全に十分配慮すること。特に、機器の搬入時等には状況に応

じて交通誘導員を配置するなど、安全対策を確実にし、事故防止のため経路、方法な

どを十分に検討すること。  

⑤施工するに当たり、支障となる構造物、工作物、設備等がある場合は、町に報告し、

移設・養生等の計画をすること。この費用についても見込むこと。  

⑥工事着工前に、施工計画書、施工要領書、作業手順書等を作成し、町の承認を受ける

こと。  

（２）現場代理人及び監理技術者（主任技術者）  

事業者は、工事現場における施工の技術上の管理をつかさどる監理技術者（主任技術

者）を定め、文書（指定様式）で届け出ること。また、現場代理人も定め文書（指定様

式）にて提出すること。現場代理人は、工事現場一切の事項を処理し、現場の安全衛

生、災害防止、就業時間等現場の運営に関する重要な事項は町と協議すること。  

（３）工事日程  

①工事については、担当職員と別途調整、打合せの上、詳細工程表を作成し、実施する

こと。  

②工事日、工事時間は、学校の運営に出来るだけ影響のないようにすること。  

③現場工事の騒音、振動低減に努めるとともに、騒音、振動のおそれがある場合は、事

前に町と協議すること。  

④騒音や振動などが発生し、学校の運営に影響を与える工事は、原則として休日又は児

童生徒の下校後の施工とする。工事中は、児童生徒、職員等に対する安全を確保し、

騒音、振動、粉じん等による影響のないよう格別の注意をすること。  

⑤休日又は業務時間外に工事を行う場合は、事前に町に計画書を提出し、町の了解を得

た上で行うこと。なお、学校管理者が通常勤務時間外に継続的に出勤することがない

ように十分配慮すること。  

（４）工事現場の管理  

①工事期間中は、工事の施工に伴う事故及び災害の防止に努めること。  

②火気を使用する作業を実施する際は、火気取扱いに十分注意するとともに、作業場の

生、消火設備の設置を行うなど、火災防止の徹底を図ること。  

③法令（建設業法等）に規定されている現場標識を適切な場所に掲示すること。  
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④工事期間中、常に工事日報その他関係書類が整備された状態とすること。  

⑤体育館敷地内に現場事務所及び作業員詰所等を設営する場合は、位置、期間を明らか

にした上で、事前に町と協議すること。  

⑥工事用車両の駐車場及び資材置場等として、体育館敷地内の空きスペースの使用を可

能とするが、事前に町と協議するとともに、安全管理を徹底すること。  

⑦工事用車両は、交通ルールを厳守し、体育館敷地内及び近隣地域において、交通事

故、交通障害等の発生を防止すること。  

⑧工事期間中、敷地内で使用を許可された場所等の管理は、事業者の責任にて適正に行

うこと。  

（５） 非常時・緊急時の対応  

①事故、火災等への対応について、事業者はあらかじめ防災マニュアルを作成するこ

と。  

②事故等が発生した場合は、防災マニュアルに従い、直ちに被害拡大の防止に必要な措

置を講ずることともに、町へ通報すること。  

（６） 使用材料  

事業者は、使用する材料について、使用材料一覧表を町に提出し、承諾を得た後、現

場での搬入時検査を行い、検査に合格した材料を用いるものとし、法令で定められた試

験を行う必要があるものについては、当該試験に合格したものを使用するものとする。 

なお、検査又は試験に必要な費用は全て見込むこと。  

（７） 安全対策、騒音対策及び付近整備  

①敷地内外に対する安全及び騒音対策については、万全を期すること。資材運搬車の運

行に際しては、要所に交通誘導員を配置し、利用する道路・通路等については、適切

な方法で良好な維持管理を行い、破損し又は傷めた場合は、事業者の責任において補

修すること。  

②足場及びその他仮設物の設置に際しては、関係法令を遵守すること。  

（８） 建設廃棄物  

①工事に伴い発生する廃棄物は、廃棄物処理法、建設リサイクル法等に基づき、建設廃

棄物処理計画書（建設廃棄物処理委託契約書の写しを含む）を提出し、町の承認を受

けた後に、事業者の責任において処分すること。なお、石綿が含まれていると思慮さ

れる材料は、石綿含有産業廃棄物として、他の材料と分別した上で袋に詰めて処分す

ること。  

②廃棄物等積込作業時には、騒音、振動、ほこり等に注意して施工すること。  

（９） 工事保険等  

工事の内容に応じた火災保険、建設工事保険等を工事目的物に付し、保険証書の写し

又は付保証明の原本を提出すること。  

（１０） 暴力団員等による不当介入の排除について  

①事業者は、暴力団員等(暴力団の構成員および暴力団関係者、その他町発注工事等に対

して不当介入しようとするすべての者をいう。)による不当介入(不当な要求または業
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務の妨害)を受けた場合は、断固としてこれを拒否するとともに、不当介入があった時

点で速やかに警察に通報を行うとともに、捜査上必要な協力を行うものとする。  

②事業者は、①により通報を行った場合には、速やかにその内容を記載した通報書によ

り草津警察署に届け出るとともに、町監督職員に報告するものとする。また、事業者

は、以上のことについて、下請負人(再委託の協力者を含む)に対して、十分に指導を

行うものとする。  

③事業者は、暴力団員等による不当介入を受けたことが明らかになり、工程等に被害が

生じた場合は、町と協議するものとする。  

（１１） 検査・竣工  

①工事完了後速やかに自主検査を実施すること。  

②上記①の自主検査完了後、工事監理者による完成検査を受け、検査結果を町に報告す

ること。なお、町は、必要に応じて完成検査に立ち会うことができる。  

③上記②の完成検査を実施後、町の完了検査を受けること。なお、指摘事項について

は、速やかに是正工事を完了し、是正報告書を書面により町に提出し、確認を得るこ

と。  

④竣工後は、竣工図面等を作成し、町へ提出し、承認を受けること。  

（１２） その他  

①設備使用開始前に試運転調整を実施すること。また、試運転調整記録を作成し、町に

提出し、承認を得ること。  

②公道からの車輌進入等については、安全に十分配慮すること。状況に応じて交通誘導

員を配置するなど安全対策を確実に行うこと。また、工事車両による搬出入の際は、

散乱防止処置を行うこと。  

③工事期間中に、町が発注する他案件の工事や作業等がある場合、互いに事業を円滑に

進めるよう、本事業以外の工事請負者等と十分調整を行うこと。  

④工事期間中は、養生シート等で施設や他の設備にほこりが被らないようにすること。  

⑤定例会議は、原則として隔週 1回行うものとする。  

⑥施工するに当たり、支障となる構造物、工作物、設備等は、事前に町に報告し、移

設・養生を行い、作業終了後は復旧すること。この費用についても見込むこと。  

⑦工事中に第三者及び既設物を損傷した場合は、町に報告し、速やかに事業者の責任で

補修すること。  

  

９ 提出書類  

（１）契約締結後速やかに提出する書類  

総括責任者の通知書、事業計画書（全体のスケジュール、組織計画、連絡体制表）  

（２）設計着手前に提出する書類  

業務着手届、工程表、設計責任者の通知書、設計業務計画書（設計業務組織計画、連

絡体制表）、業務再委託承諾書  

（３）設計完了後に提出する書類  
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設計図書、設計図、設計図のデータ（PDF 形式及び CADデータ（DXF 形式と JWW 形

式）を CD-R 等で）、工事費内訳書、積算数量算出書、積算数量調書、見積書等関係資

料  

（４）施工着手前に提出する書類  

工事着工届、工程表、現場代理人届、主任（監理）技術者届、技術者の資格を証明す

る資格者証の写し、技術者の雇用を確認できる書面の写し、建退共掛金収納届、労災保

険成立証明、契約保証金または履行保証証書等、工事カルテ（CORINS）、火災保険・建設

工事保険等の保険証書の写し、総合施工計画書、実施工程表  

（５）施工中の工事進捗に伴い提出する書類  

下請け業者一覧表、使用材料一覧表、工事材料使用承諾願、施工計画書（工種別）、工

事日報（週報）、月間工程表、工事打合せ記録簿、定例会議録、工事進捗報告書、工事進

捗状況表、工事進捗状況報告書、工事月報、工事実施図、工事記録写真、施工体制台

帳、再下請通知書、施工体系図、材料搬入報告書、質疑及び回答書、検査申請書、各種

検査・試験結果報告書、施工図、休暇警備計画、  

（６）施工完了後に提出する書類  

出荷証明書、納品伝票、設計及び実施納入数量対比書、建設廃棄物の処理状況書、

工事写真、竣工図書、竣工図、竣工図のデータ（PDF 形式及び CAD データ（DXF 形式

と JWW 形式）を CD-R 等で）、鍵、備品及び予備品引渡目録書等、工事完成届、建退共

共済証紙受払簿、各種保証書、各種使用説明書（取扱説明書）、工事目的物引渡書  

（７）その他  

その他町が要求する書類  

  

１０ 担当窓口  

多賀町教育委員会事務局 教育総務課（多賀町役場１階） 

〒522-0341 滋賀県犬上郡多賀町多賀３２４番地 

電話 ：0749-48-8123 

ＦＡＸ：0749-48-8155 

E-mail：k-ed@town.taga.lg.jp 

 


